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15% 20%以上 未満

20%以上

10% 15%以上 未満

5% 10%以上 未満
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19道県
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47議会
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47都道府県

2名
20 政令指定
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23名
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47
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0名

47
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23名
1,721

51名
1,721

3都県

22県

17道県

5府県

12.8%

議員数
（人）

下院又は一院制
国 名順位

（下院）

（参考）上 院
女 性
（人）

女性割合
（％）

議員数
（人）

女 性
（人）

女性割合
（％）

資料出所：IPU「Women in Parliaments」（2017年12月１日時点）
（注）１．割合は小数点第２位を四捨五入したもの。
  ２．調査対象国は193か国。そのうち、上位20か国及びOECD加盟国（35か国）を抽出。

※2017年11月に実施された選挙結果が未反映のため、人数及び割合について空欄としている。
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（4.9）
（4.7）
（4.7）
（4.7）
（4.3）
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都 道 府 県 議員現員数
（人）

女性議員数（人）
（女性議員の比率 %）

2,657計 263（9.9）※

（注）１．総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属
　　　党派別人員調」より作成（平成28年12月31日現在）
　　２．女性議員の比率は小数点第２位を四捨五入したもの
　　3．都道府県名について、前年版から女性議員の比率

が増加した場合は赤字、減少した場合は青字、変化
なしの場合は黒字としている

※ 前年（平成28年7月1日現在）は9.8%

女性の政治参画マップ 2018
政治分野における女性の参画拡大は、多様な民意の反映のため極めて重要です。
我が国の政治分野における女性の参画状況は、国・地方ともに依然として低い
水準にとどまっています。

都道府県議会議長は平成29年11月1日現在（全国都道府県議会議長会調べ）
市区議会議長は平成29年10月1 日現在（全国市議会議議長会調べ）
町村議会議長は平成29年 7月 1日現在（全国町村議会議長会調べ）

議会の長首 長

内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性
に関する施策の推進状況」（平成 29年４月１日現在）

12.8%全国平均

市区町村議会における女性議員の比率

総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党別人員調」より作成 （平成28年12月31日現在）

注：都道府県ごとの政治分野における女性の参画状況について示すべく、47都道府県の形を簡略化したもの
　：各項目に［　］で付している数値は前年版のもの

平成29年12月1日現在国会議員数の国際比較
「民主主義に関する普遍的宣言」（1997年（平成９年）IPU（列国議会同盟））より

　民主主義の確立のためには、男女がその違いから生まれる互いの長所
を活かし、平等に、かつ補い合いながら機能する、社会の営みにおける
男女の真のパートナーシップが前提となる（内閣府男女共同参画局にて仮訳）

男女共同参画

作成：内閣府男女共同参画局

都道府県議会における
女性議員の比率
平成 28年12月 31日現在

市区町村別の詳細は
「市町村女性参画状況
見える化マップ」で検索！

 


